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１．序論 

COP26 を契機に脱炭素化の波は先進国のみならず新興・

途上国まで拡がり，ASEAN においても，インドネシアで

2060 年まで，タイでは 2050 年までなど，多くの国で今世

紀半ば頃までのカーボンニュートラル(CN)達成を宣言済

みである．このような非常に野心的な CO2 排出削減にはエ

ネルギーシステムの根本的な変革が必要であるが，同時に

エネルギートランジションは画一的な手段では達成できな

い．まず，ASEAN は足元のエネルギーシステムの化石燃料

への依存度が高く，ASEAN 全体では一次エネルギー供給

に占める化石燃料のシェアは 8 割に達する．中でもベトナ

ムなどは石炭のシェアが 5 割と高い．また，ASEAN 内で

は太陽光や風力のポテンシャルは偏在しており，特にイン

ドネシアなど低緯度に位置する国々では風力資源のポテン

シャルは相対的に小さい．加えて，ASEAN の経済成長は著

しく，エネルギー需要も大幅に増加している．言うまでも

なく，ASEAN 各国の脱炭素ロードマップは，このような事

情を十分に反映したものでなければ現実的なものとはなり

えない．

そこで，筆者らは，日本を対象とした分析に適用実績の

ある技術選択モデルを用いて，ASEAN 10 か国におけるコ

スト最適な脱炭素ロードマップを記述することを目的とし

た分析を行った．なお，筆者らの分析は，2021 年 5 月に梶

山経済産業大臣(当時)が立ち上げたアジア・エネルギー・ト

ランジション・イニシアティブ(AETI)1)の 5 つの柱の 1 つ，

「エネルギートランジションのロードマップ策定支援」に

貢献しており，アジアグリーン成長パートナーシップ閣僚

会合(AGGPM)官民フォーラム(2022 年 3 月 14 日)2)及び日

ASEAN ビジネスウィーク 2022 (2022 年 5 月 30 日～6 月 3

日)3)の場において分析結果の報告がなされている．また，

ERIA ウェブサイトでは事業報告書 4)が公開されている． 

以降，図表中で国・地域名は以下の略号を用いる．BRN：

ブルネイ，KHM：カンボジア，IDN：インドネシア，LAO：

ラオス，MYS：マレーシア，MMR：ミャンマー，PHL：フ

ィリピン，SGP：シンガポール，THA：タイ，VNM：ベト

ナム．

２．手法

2.1 モデル及び前提条件 

本研究では，日本を対象とした分析に適用し，基本政策

分科会 5), 6)でも分析結果を報告してきた線形計画法による

技術選択モデル 7)を ASEAN 10 か国に適用した．本モデル

は，エネルギーサービス需要を所与として，全対象期間・

地域のエネルギーシステムの割引後総費用を最小にするよ

うな技術の組合せを推計する．各国ごとではなく，ASEAN

全体での通時最適化であることに留意されたい．エネルギ
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ーサービス需要以外に必要なデータとして，エネルギー価

格，資源賦存量及び技術諸元(資本費，運転維持費，効率)な

どの整備が必要である．分析の枠組みを表 1 に示す．

ASEAN 各国を 1 ノードとしてモデル化しているため，

ASEAN 内でのエネルギー融通(国際連系線など)を明示的

に考慮している．電力需給について，モデルは最大 1 時間

間隔で計算することが可能であるが，計算時間節減のため

本分析では 4 時間間隔に設定した．なお，モデルの開発途

中において 1 時間間隔での計算も実施したが，最適解に大

きな差異は見られなかった(本分析で示すケースの結果に

対して差異がないことを保証するものではない)．技術は

350 以上を想定しており，再エネ(太陽光，陸上風力，洋上

風力，水力，地熱，バイオマス)や原子力(軽水炉)に加え，

CCUS (CCS，メタン合成，Fischer-Tropsch (FT)合成)，水素・

アンモニアの供給技術(電気分解，石炭ガス化，メタン改質，

アンモニア合成，ASEAN 外からの直接輸入など)・消費技

術(発電，燃料電池自動車(FCEV)，水素直接還元製鉄，水素

船舶・航空，産業用熱利用など)及び負の排出技術(直接大気

回収・炭素貯留(DACCS)，バイオエネルギー・炭素回収貯

留(BECCS))を考慮した．水素・アンモニアの発電利用につ

いては，専焼技術だけでなく混焼技術(石炭・アンモニア混

焼(混焼率 20%)，ガス・水素混焼(混焼率 20%, 40%, 60%,

80%))も用意した．最終消費部門のモデル化は主として IEA

のエネルギーバランス表 8)に基づくほか，鉄鋼 9)やセメン

ト 10)については文献も参照した．

表 1 分析の枠組み

項目 内容

地域分割 ASEAN 10 か国(10 ノード) 
対象期間 2017, 2030, 2040, 2050, 2060 年 
割引率 8% 
電力需給解像度 4 時間間隔 (年間 2190 時間帯) 

最終消費部門

(サービス種)

 産業(鉄鋼，セメント，化学，紙パル

プ，その他産業)
 運輸(乗用車，バス・トラック，鉄道，

航空，船舶，その他運輸)
 家庭(電灯・機器，冷房，給湯，厨房)
 業務(電灯・機器，冷房，給湯・厨房)
 その他(農業・その他需要)

入力データについて，将来のエネルギーサービス需要は

ERIA11)及び IEEJ12)による見通しに基づき設定した．石炭及

びガス価格は足元の国内価格(石炭：インドネシア，ガス：

タイ )を IEA World Energy Outlook 202013)の Sustainable

Development Scenario (SDS)の見通しで延長し，輸入水素・

アンモニア価格は日本政府の目標 14)に基づき，1Nm3-H2 あ

たり，それぞれ，2040 年で 25 セント・17 セント，2050 年

で 20 セント・16 セント，2060 年で 17.5 セント・16 セント

と想定した．技術諸元は各種文献に基づき想定し，発電技

術などデータが利用可能な場合は国ごとに技術費用を設定

した．技術資本費の想定例を表 2 に示す． 

表 2 技術資本費の想定例(インドネシア) 
2017 2030 2040 2050 2060 

太陽光発電

($/kW) 15) 
790 560 485 410 382 

ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池

($/kWh) 16) 
370 

(2020) 
208 182 156 135 

直接大気回収

($/tCO2/yr) 17) 
2776 1735 1041 694 620 

(注) 2019 年実質価格． 

CO2 排出制約を除く主な制約条件について，太陽光

(ASEAN 全体で 3513GW)，陸上風力(同 313GW)及び洋上風

力(同 1241GW)の導入上限は，GIS データを基に地理的条件

及び土地利用状況を考慮して設定した(表 3)．例えば太陽光

については，森林や 4%以上の傾斜地などは不適地として

除外している．水力(ASEAN全体で 282GW)，地熱(同 34GW)

及びバイオマス火力(同 71GW)の導入上限は各種文献 18)など

に基づき設定した．ここで，ジャワ島及びスマトラ島以外

のインドネシア領及びマレー半島以外のマレーシア領に位

置する太陽光，風力及び水力資源は，需要の中心からは海

を隔てて離れているため，当該資源を用いて製造した電力

は送電線には接続できないが，水素製造用としては利用で

きると想定した．原子力の導入は政策的な不確実性が大き

いが，本分析ではインドネシア(2050 年以降最大 35GW)及

びフィリピン(同 0.63GW)のみで導入可能とした．水素・ア

ンモニアの ASEAN 外からの輸入は 2040 年以降解禁とし，

輸入量の上限は各国 Baseline ケース(排出制約を課さない

ケース)の一次エネルギー供給総量に対し，2040 年で 15%

(インドネシアは 5%)，2050 年以降で 30% (インドネシアは

7.5%)を上限とした．CCS については，国別ではなくASEAN

全体での年間 CO2 貯留上限を設定し，2030 年で 10 MtCO2/

年，2040 年で 687 MtCO2/年(Baseline ケースのエネルギー起

源 CO2 排出量の 20%相当)，2050 年で 1138 MtCO2/年(同

25%)，2060 年で 1610 MtCO2/年(同 30%)とした．なお，文

献 19)によればインドネシア，マレーシア，フィリピン，タ

イ及びベトナムを合わせた累積CO2貯留ポテンシャルは約

75 GtCO2 と評価されており，2060 年の年間上限はポテンシ

ャルの 2.1%に相当する．国際連系線については，モデル内

で最適な設備容量が決定されるが，現行の計画 20)などに基

づき上限を設けた(ASEAN 全体で 54GW)．なお，標準想定

ではミャンマーからタイへの電力輸出はゼロで制約した．

IEEJ：2023年2月掲載 禁無断転載
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表 3 太陽光・風力・水力発電の導入上限(GW) 

BRN KHM IDN LAO MYS 

太陽光 2 350 
1493 

(1014) 89 
195 

(117) 

陸上風力 0 14 
19 

(13) 50 0 

洋上風力 0 2 
224 

(152) 0 0 

水力 0 10 
75 

(55) 26 
26 

(20) 

MMR PHL SGP THA VNM 

太陽光 524 287 2 280 291 

陸上風力 1 92 0 70 66 

洋上風力 0 576 0 3 435 

水力 100 4 0 6 35 

(注) 括弧内の数値(内数)は水素製造用と想定 

2.2 排出制約及びケース設定 

エネルギー起源CO2排出制約は代表年別・国別に設定し，

ASEAN 全体では 2060 年に CN を達成するものとした(図

1)．ここで，エネルギー起源 CO2 の排出制約は，インドネ

シア，マレーシア，ミャンマー，タイ及びベトナムにおい

て，土地利用変化及び林業(LULUCF)部門 CO2 排出量を考

慮して設定した(表 4)．LULUCF 部門 CO2排出量の想定は，

各国の長期戦略，NDC 及び排出インベントリに基づく(例

えばインドネシアは 2050年以降，年間-300MtCO2と想定)．

ただし，森林等吸収源のポテンシャルが大きい国でも，エ

ネルギー起源 CO2 削減目標は 2017 年排出量の 50%以上を

削減するよう設定した．なお，本来植林・再植林の対策費

用もゼロではないが，エネルギー起源 CO2 の削減費用と比

べれば 0～240ドル/tCO221)と相対的に低コストと思われる． 

図 1 エネルギー起源 CO2 排出制約(ASEAN) 

表 4 CN 達成年及びエネ起 CO2 削減目標(2017 年比) 

BRN KHM IDN LAO MYS 

CN 達成年 2050 2050 2060 2050 2050 

削減目標 100% 100% 50% 100% 50% 

MMR PHL SGP THA VNM 

CN 達成年 2060 2060 2050 2050 2050 

削減目標 60% 100% 100% 50% 70% 

計算ケースは表 5 に示す 7 ケースを設定した．Baseline

は CO2 排出制約を課さないケース，CN は排出制約を課す

ケースである．また，CN ケースに対する感度分析として，

分野別に，更なる国際協力(ASEAN 内での電力融通の強化)

や技術イノベーション(各種技術費用の低減及び年間 CO2

貯留上限引き上げ )が達成された場合として 5 ケース

(PowerInov~Combo)を設定した．

表 5 ケース設定

ケース名 内容

Baseline CO2 排出制約なし 
CN CO2 排出制約あり 

PowerInov 

・リチウムイオン電池の資本費を 2040 年に

25%減，2050 年以降 50%減 
・国際連系線開発費用半減，開発上限なし

・ミャンマーからタイへの輸出許可

CCSInov 

・DAC の資本費を 2040 年に 25%減，2050
年以降 50%減

・年間 CO2 貯留上限を 2050 年に 2.3GtCO2/
年，2060 年に 2.7GtCO2/年に引き上げ

H2Inov 

・供給：石炭ガス化，メタン改質，電気分

解，水素タンクの資本費を 2040 年に 25%
減，2050 年以降 50%減

・需要：水素還元製鉄及び FC 船の資本費を

2040 年に 25%減，2050 年以降 50%減，

FCEV の資本費を 2060 年に HEV と同等

まで引き下げ

DemInov 
需要側(産業，運輸，民生)先進技術の資本費

の従来技術との差分を 2040 年以降 50%減 

Combo 
PowerInov，CCSInov，H2Inov 及び DemInov
の組合せ

３．結果と考察 

3.1 Baseline 及び CN ケース 

ASEAN 全体の部門別の CO2 排出は図 2 に示すとおり，

当該地域の経済成長に伴うエネルギー需要増を反映し，

Baseline ケースでは 2017 年から 2060 年にかけて 3.4 倍に

増加する．とりわけ，産業及び運輸部門からの排出はそれ

ぞれ 4.6 倍及び 4.5 倍に急増する．これに対し，2060 年ま

でに ASEAN 全体で，エネルギー起源 CO2 と LULUCF 部門

CO2 排出を合わせてネットゼロを目指す CN ケースでは，

2040 年時点で発電部門からの排出がゼロに近接し，2050 年

以降は BECCS により負の排出源になる．加えて，2050 年

以降は DACCS の導入も見られ，2060 年には BECCS と

DACCS を合わせて 1GtCO2 を超える負の排出源となる．最

終消費部門の排出も Baseline ケースに比べれば大きく減少

するが，運輸部門(大型車を中心とした長距離輸送)や産業

部門(高温の熱需要)を中心に残存した排出量は上述の

0
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BECCS，DACCS 及び LULUCF 部門における負の排出によ

ってオフセットされる姿が最適解となる．このように，削

減が難しい最終消費部門の排出は残存しつつ，負の排出で

オフセットしてネットゼロを達成する姿は，IPCC AR621)で

示されるシナリオとも整合的である．

CN ケースでは最終エネルギー消費の省エネ・電化が進

み，総量は 2060 年に Baseline 比 17%減，電力の比率は 33%

となる(図 3)．石油は，乗用車の電化などにより 2060 年に

は Baseline に比べて半減するが，前述のとおり大型車等に

よる消費が残存する．

一次エネルギー供給(図 4，原子力及び再生可能エネルギ

ーの転換率は IEA エネルギーバランス表の取扱いに準拠)

を見ると，CN ケースの 2060 年において，再生可能エネル

ギーのシェアは 38%に達する一方，輸入水素・アンモニア

も 14%を占める．ここで，2060 年の水素・アンモニアの需

給バランスを確認すると，供給側は輸入 73%，電気分解 24%，

石炭ガス化 3%，需要側は発電 85%，産業用熱利用 9%，FC

船 4%となっており，概して輸入燃料が発電に利用される

構図となる．ガスは，CN ケースにおいても発電及び産業部

門の重要な燃料として選択され，移行期間である 2030 年

や 2040 年の断面でみると，石炭代替のため，ガス需要は

Baseline ケースよりもむしろ増加する．昨今の世界的なガ

ス価格の高騰が当該地域のエネルギートランジションへ与

える悪影響は大きいと言える．

CN ケースの発電量は，最終消費部門の電化及び DAC に

よる需要(2060 年で 962TWh)に牽引され，Baseline ケースの

それに比べ大幅に増加し，2060 年には 2017 年の 6.5 倍に

達する(図 5)．大量に導入される太陽光及び風力(2060 年に

1628GW)の間歇性を補うため，バッテリー及び火力発電の

最適導入によりエネルギーシステム全体でのコスト最小化

が図られた結果，バッテリーは大規模に導入されつつ(2060

年に 1365GWh)，火力発電のシェアも 4～5 割程度が維持さ

れる．火力発電は石炭火力からガス火力へのシフト，水素・

アンモニア混焼などの低炭素技術も活用しつつ，最終的に

は CCS 付きガス火力ないし水素・アンモニア専焼火力へと

段階的に脱炭素化していく．ただし，2060 年の電源構成は

国別に見ると大きく異なっている(図 6)．ミャンマー，カン

ボジア及びラオスは国内需要に比べ資源量に余裕があるた

め，再生可能エネルギーが発電量の 95%以上を占める．な

お，タイは 2060 年時点で，電力需要の 18%をラオスから

の輸入で賄っており，ラオスの発電量の 65%がタイに輸出

されている．タイ-ラオス間の連系線容量は 2050 年時点で

開発上限 25GW に到達している．一方で，マレーシア，フ

ィリピン，シンガポール及びブルネイの 4 か国では再生可

能エネルギーのシェアは 3 分の 1 以下にとどまっている．

マレーシアは風力資源に恵まれておらず，また，太陽光や

水力資源の多くはエネルギー需要の小さいボルネオ島に集

積している(表 3)．本分析では当該資源は水素製造用のみに

利用可能と想定したが，輸入水素・アンモニアの方がコス

ト優位であるため国内製造はほぼ行われない．フィリピン

の太陽光・風力資源量は豊富であるが，フィリピン政府提

供データに基づけば，風力発電の導入コストがインドネシ

アと比べ高く，風力発電がほとんど導入されない．国土面

積が小さいシンガポール及びブルネイではガス火力及び水

素火力が主要な電源となる．

CO2削減費用について，CNケースの限界削減費用は2060

年に 348 ドル/tCO2 (国別には 188~419 ドル)，Baseline ケー

スからの追加費用は GDP 比で 2060 年に 3.6%に達する(図

7)．ここで，ASEAN 全体の限界削減費用は，各国の限界削

減費用を一次エネルギー供給量で加重平均することで算出

した．後者については，現在世界最高水準にあるスウェー

デンの炭素税率が 130 ドル 23)であることなどを想起すれ

ば，CN に向けた費用負担は大きい．なお，IPCC AR622)で

は 2050 年における世界全体の CO2 限界削減費用を，2°C シ

ナリオで210 (140~340)ドル，1.5°Cシナリオで630 (430~990)

ドル(2015 年価格)と見積もっており，費用の規模感は本分

析と整合的である．また，本分析では，電力の限界費用(年

間 2190 時間帯の限界費用の単純平均)も CN ケースでは

2060 年に基準年比で倍増すると推計されたが，IEA のネッ

トゼロ分析 24)では，家計のエネルギー負担をトータルで考

えれば，電気代は増加する一方ガソリン代は(EV 化で)ゼロ

になるなど，可処分所得に占めるエネルギー関連支出の割

合は増加しない可能性を指摘している．ただし，脱炭素化

によってエネルギーシステム全体の費用は確実に増大する

点は留意が必要である．

3.2 イノベーションケース 

2060 年における，CN ケースと 5 つのイノベーションケ

ースの電源構成の比較を図 8 に示す．再生可能エネルギー

のシェアは PowerInov ケースにおいて最大の 76%となり，

CN ケース(同 56%)に比べ，太陽光及び水力が増加してい

る．火力系のシェアが低下する一方，バッテリーの導入量

は CN ケース比で 3.1 倍に増加する．国際連系線の拡張上

限を撤廃したことで ASEAN 域内の発電量の 45%が輸出に

回ることとなり，域内再生可能エネルギー資源の偏在を是

正している．対照的に，CCSInov ケースでは年間 CO2 貯留

可能量が増加するため，(CCS 付き)ガス火力のシェアが

36%まで増加する．PowerInov及びCCSInov ケースともに，

増加した再生可能エネルギーやガス火力に代わり，輸入水

素・アンモニアを用いた火力は減少している．H2Inov 及び

DemInov ケースでは，最終消費部門の電力消費が，水素へ

のシフトや効率改善により減少し，かつ重量車向け FCEV
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の普及による石油の減少に伴い DAC の電力投入も減少す

るため，CN ケースに比べ総発電量が 1 割程度減少する．4

つのイノベーションケースの組合せである Combo ケース

では，太陽光とガス火力が CN ケースより増加する代わり

に，相対的に高コストである水素・アンモニア火力及び風

力はほぼ淘汰される．

イノベーションケースにおける 2060 年の CO2 削減費用

について，CN ケースと Combo ケースを比較すると，限界

削減費用，平均削減費用ともに大幅に低下している(図 9)．

一方，Combo 以外のケースをみると，限界削減費用が最も

低下するのは CCSInov ケースである一方，平均削減費用が

最も低下するのは DemInov ケースであり，両者は一致して

いない．DemInov ケースは元より幅広い需要側技術の資本

費低下を見込んでいるため当然の結果にも見えるが，需要

側技術のイノベーションは需要側固定費削減のみならず，

燃料費及び供給側固定費の削減をもたらし波及効果が大き

い面もある．モデルは総費用の最小化を目的関数としてい

ることからも，一義的には総費用の最小化が最も重要と考

えているが，一方で市場原理のベースとなる限界費用の低

減も重要な指標ではある．ここでみたように，必ずしも両

者は相関しないことに留意する必要がある．

図 2 部門別 CO2 排出(ASEAN) 図 3 最終エネルギー消費(ASEAN) 

図 4 一次エネルギー供給(ASEAN) 図 5 発電(ASEAN) 

図 6 発電シェア(CN，2060 年) 図 7 CO2 削減費用(CN，ASEAN)

図 8 イノベケース発電(ASEAN，2060 年) 図 9 イノベケース CO2 削減費用(ASEAN，2060 年)
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４．結論 

本報告では，ASEAN 10 か国を対象に，線形計画法によ

る技術選択モデルを適用し，脱炭素の達成に向けてコスト

最適な部門別 CO2 排出，一次エネルギー供給及び電源構成

などを示した．結果，IPCC AR6 でも指摘されるように，①

最終消費部門の省エネ・電化，②電源の早期ゼロエミッシ

ョン化(2040 年頃まで)，③負の排出技術の活用(DACC, 

BECCS 及び森林等吸収源)は当該地域にとっても重要と言

える．また，2030 年，2040 年といった移行期間においては

ガスが重要な役割を果たすことが確認された．電源構成に

ついて，太陽光を中心とした再生可能エネルギーの重要性

は言うまでもないが，多くの国では CCS 付きガス火力や水

素・アンモニア火力も必要不可欠である．脱炭素化に伴い

エネルギーシステム総費用の増加は不可避であるが，国際

連系線などを通じた ASEAN 内での資源融通の強化や需要

側を含む技術イノベーションを達成することで費用は相当

程度削減することが可能となる．
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